
 
 

 

水質汚濁防止法（抜粋） 

 

（排水基準） 

第三条 排水基準は、排出水の汚染状態（熱によるものを含む。以下同じ。）について、環

境省令で定める。 

２ 前項の排水基準は、有害物質による汚染状態にあつては、排出水に含まれる有害物質の

量について、有害物質の種類ごとに定める許容限度とし、その他の汚染状態にあつては、

前条第二項第二号に規定する項目について、項目ごとに定める許容限度とする。 

３ 都道府県は、当該都道府県の区域に属する公共用水域のうちに、その自然的、社会的条

件から判断して、第一項の排水基準によつては人の健康を保護し、又は生活環境を保全す

ることが十分でないと認められる区域があるときは、その区域に排出される排出水の汚染

状態について、政令で定める基準※に従い、条例で、同項の排水基準にかえて適用すべき

同項の排水基準で定める許容限度よりきびしい許容限度を定める排水基準を定めること

ができる。 

４ 前項の条例においては、あわせて当該区域の範囲を明らかにしなければならない。 

５ 都道府県が第三項の規定により排水基準を定める場合には、当該都道府県知事は、あら

かじめ、環境大臣及び関係都道府県知事に通知しなければならない。 

 

 
※水質汚濁防止法施行令 
 
（排水基準に関する条例の基準） 

第四条 法第三条第三項の政令で定める基準は、水質の汚濁に係る環境上の条件につい

ての環境基本法（平成五年法律第九十一号）第十六条第一項の基準（以下「水質環境

基準」という。）が定められているときは、法第三条第三項の規定による条例（農用

地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和四十五年法律第百三十九号）第三条第一項

の規定により指定された対策地域における農用地の土壌の同法第二条第三項の特定

有害物質による汚染を防止するため水質環境基準を基準とせず定められる条例の規

定を除く。）においては、水質環境基準が維持されるため必要かつ十分な程度の許容

限度を定めることとする。 

 


